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令和２年度鋸南町国民健康保険特別会計予算 
 

 
 令和２年度鋸南町国民健康保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ１，１９７，０８８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、７０，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、 

 次のとおりと定める。 

(１)保険給付費の各項に計上した予算額に過不足が生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 
  令和２年３月４日提出 

 
                                    鋸南町長  白 石 治 和 

 

 

－１－ 



歳    入 （単位　千円）

金            額

 1. 国民健康保険料 184,374      

 1. 国民健康保険料 184,374      

 2. 国庫支出金 611      

 1. 国庫補助金 611      

 3. 県支出金 900,270      

 1. 県補助金 900,270      

 4. 財産収入 1      

 1. 財産運用収入 1      

 5. 繰入金 86,125      

 1. 他会計繰入金 86,125      

 6. 繰越金 25,000      

 1. 繰越金 25,000      

 7. 諸収入 707      

 1. 延滞金・加算金及び過料 101      

 2. 雑入 606      

 　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 1,197,088      

国保会計

款 項

第 １ 表 　 歳 入 歳 出 予 算
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歳    出 （単位　千円）

金            額

 1. 総務費 13,022      

 1. 総務管理費 7,181      

 2. 徴税費 5,393      

 3. 運営協議会費 130      

 4. 趣旨普及費 318      

 2. 保険給付費 879,212      

 1. 療養諸費 765,350      

 2. 高額療養費 111,000      

 3. 高額介護合算療養費 600      

 4. 移送費 2      

 5. 出産育児諸費 1,260      

 6. 葬祭諸費 1,000      

 3. 国民健康保険事業費納付金 256,721      

 1. 医療給付費分 174,825      

 2. 後期高齢者支援金等分 61,386      

 3. 介護納付金分 20,510      

 4. 共同事業費拠出金 1      

 1. 共同事業費拠出金 1      

 5. 保健事業費 32,769      

 1. 特定健康診査等事業費 11,122      

 2. 保健事業費 3,090      

 3. 特別総合保健事業費 18,557      

款 項



（単位　千円）

金            額

 6. 基金積立金 1      

 1. 基金積立金 1      

 7. 諸支出金 10,362      

 1. 償還金及び還付加算金 10,361      

 2. 延滞金 1      

 8. 予備費 5,000      

 1. 予備費 5,000      

　　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 1,197,088      

国保会計

款 項
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１．総　括
歳　　入 （単位　千円）

　        　　　　　　   款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較 構成比％

 1. 国民健康保険料 184,374 185,101 △727 15.4 

 2. 国庫支出金 611 0 611 0.0 

 3. 県支出金 900,270 861,089 39,181 75.2 

 4. 財産収入 1 1 0 0.0 

 5. 繰入金 86,125 85,800 325 7.2 

 6. 繰越金 25,000 25,000 0 2.1 

 7. 諸収入 707 707 0 0.1 

     歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 1,197,088 1,157,698 39,390 100.0 

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書



歳　　出 （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1. 総務費 13,022 12,330 692 611 12,280 131 1.1 

 2. 保険給付費 879,212 847,612 31,600 874,868 2,924 1,420 73.5 

 3. 国民健康保険事業費納付金 256,721 259,132 △2,411 9,575 63,364 183,782 21.4 

 4. 共同事業費拠出金 1 1 0 1 0.0 

 5. 保健事業費 32,769 32,910 △141 15,827 7,557 9,385 2.7 

 6. 基金積立金 1 1 0 1 0.0 

 7. 諸支出金 10,362 712 9,650 10,362 0.9 

 8. 予備費 5,000 5,000 0 5,000 0.4 

歳     出     合     計 1,197,088 1,157,698 39,390 900,881 86,125 210,082 100.0 

国保会計

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特      定      財      源本年度予算額前年度予算額 比    較
一 般 財 源

構成比％款
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２．歳　入

(款)  1.国民健康保険料 (項)  1.国民健康保険料 （単位　千円）

金　　額

 1.一般被保険者国民健康 184,368 184,849 △481  1. 医療給付費分現年 117,282 医療給付費分現年分 117,282

保険料 度分

 2. 後期高齢者支援金 44,727 後期高齢者支援金分現年分 44,727

分現年度分

 3. 介護納付金分現年 15,759 介護納付金分現年分 15,759

度分

 4. 医療給付費分滞納 4,000 医療給付費分滞納繰越分 4,000

繰越分

 5. 後期高齢者支援金 1,600 後期高齢者支援金分滞納繰越分 1,600

分滞納繰越分

 6. 介護納付金分滞納 1,000 介護納付金分滞納繰越分 1,000

繰越分

 2.退職被保険者等国民健 6 252 △246  1. 医療給付費分現年 1 医療給付費分現年分 1

康保険料 度分

 2. 後期高齢者支援金 1 後期高齢者支援金分現年分 1

分現年度分

 3. 介護納付金分現年 1 介護納付金分現年分 1

度分

 4. 医療給付費分滞納 1 医療給付費分滞納繰越分 1

繰越分

 5. 後期高齢者支援金 1 後期高齢者支援金分滞納繰越分 1

分滞納繰越分

 6. 介護納付金分滞納 1 介護納付金分滞納繰越分 1

繰越分

　　　 計 184,374 185,101 △727

(款)  2.国庫支出金 (項)  1.国庫補助金

 1.社会保障・税番号制度 611 0 611  1. 社会保障・税番号 611 社会保障・税番号制度システム整備費補

システム整備費補助金 制度システム整備 助金 611

費補助金

　　　 計 611 0 611

節

区　　　分

本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較 説　　　　　　　　　明目



(款)  3.県支出金 (項)  1.県補助金 （単位　千円）

金　　額

 1.保険給付費等交付金 900,270 861,089 39,181  1. 普通交付金 873,435 普通交付金 873,435

 2. 特別交付金 26,835 保険者努力支援分 1,433

特別調整交付金分 13,827

県繰入金 9,575

特定健康診査等負担金 2,000

　　　 計 900,270 861,089 39,181

(款)  4.財産収入 (項)  1.財産運用収入

 1.利子及び配当金 1 1 0  1. 利子及び配当金 1 財政調整基金利子 1

　　　 計 1 1 0

(款)  5.繰入金 (項)  1.他会計繰入金

 1.一般会計繰入金 86,125 85,800 325  1. 保険基盤安定繰入 33,026 保険基盤安定繰入金（保険料軽減分） 33,026

金（保険料軽減分

）

 2. 保険基盤安定繰入 16,747 保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 16,747

金（保険者支援分

）

 3. 出産育児一時金繰 840 出産育児一時金繰入金 840

入金

 4. その他一般会計繰 7,557 その他一般会計繰入金 7,557

入金

 5. 財政安定化支援事 15,675 財政安定化支援事業繰入金 15,675

業繰入金

 6. 一般会計事務費等 12,280 一般会計事務費等繰入金 12,280

繰入金

　　　 計 86,125 85,800 325

(款)  6.繰越金 (項)  1.繰越金

 1.繰越金 25,000 25,000 0  2. その他繰越金 25,000 前年度繰越金 25,000

　　　 計 25,000 25,000 0

（歳入）国民健康保険料，国庫支出金，県支出金，財産収入，繰入金，繰越金

国保会計

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分
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(款)  7.諸収入 (項)  1.延滞金・加算金及び過料 （単位　千円）

金　　額

 1.一般被保険者延滞金 100 100 0  1. 一般被保険者延滞 100 一般被保険者延滞金 100

金

 2.退職被保険者延滞金 1 1 0  1. 退職被保険者延滞 1 退職被保険者延滞金 1

金

　　　 計 101 101 0

(款)  7.諸収入 (項)  2.雑入

 1.一般被保険者第三者納 1 1 0  1. 一般被保険者第三 1 一般被保険者第三者納付金 1

付金 者納付金

 2.退職被保険者等第三者 1 1 0  1. 退職被保険者等第 1 退職被保険者等第三者納付金 1

納付金 三者納付金

 3.一般被保険者返納金 1 1 0  1. 一般被保険者返納 1 一般被保険者返納金 1

金

 4.退職被保険者等返納金 1 1 0  1. 退職被保険者等返 1 退職被保険者等返納金 1

納金

 5.特定健康診査費徴収金 600 600 0  1. 特定健康診査費徴 600 特定健康診査費徴収金 600

収金

 6.特定健康診査等負担金 1 1 0  1. 過年度分 1 過年度分 1

 7.雑入 1 1 0  1. 雑入 1 雑入 1

　　　 計 606 606 0

目
本  年  度
予  算  額

前  年  度
予  算  額

比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分



３．歳　出

（款） 1.総務費 （項）  1.総務管理費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.一般管理 6,377 5,732 645 611 5,765 1  1.報酬 226 会計年度任用職員報酬 226

費  8.旅費 65 普通旅費 65

10.需用費 358 消耗品費 358

11.役務費 1,128 郵便料 931

レセプト管理システム手数料 152

損害賠償求償事務手数料 44

出産育児一時金等支払事務費 1

12.委託料 3,526 診療報酬明細書電算委託 924

被保険者証（カード）作成委

託 678

保守・点検委託 220

国民健康保険システム改修業

務委託 612

診療報酬明細書点検業務委託 934

情報集約システム業務委託 158

13.使用料 1,074 高額医療システム使用料 907

及び賃 情報連携端末使用料 167

借料

 2.連合会負 804 799 5 804 18.負担金 804 県連合会負担金 804

担金 補助及

び交付

金

　計 7,181 6,531 650 611 6,569 1

（款） 1.総務費 （項）  2.徴税費

 1.賦課徴収 5,258 5,237 21 5,258 10.需用費 206 消耗品費 159

費 印刷製本費 47

11.役務費 404 郵便料 243

（歳出）総務費

国保会計

本　年　度

予  算  額
特　　定　　財　　源

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

比　　較目 説　　　　　　　　　明
金　　額区　　分

前　年　度

予  算  額
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

口座振替手数料 113

コンビニ収納サービス手数料 48

12.委託料 1,256 保険料電算委託 1,256

13.使用料 3,392 国保関係システム使用料 3,166

及び賃 国保関係システム賃借料 226

借料

 2.滞納処分 135 119 16 135 11.役務費 135 郵便料 135

費

　計 5,393 5,356 37 5,393

（款） 1.総務費 （項）  3.運営協議会費

 1.運営協議 130 130 0 130 10.需用費 100 消耗品費 100

会費 18.負担金 30 国保運営協議会長研修費負担

補助及 金 30

び交付

金

　計 130 130 0 130

（款） 1.総務費 （項）  4.趣旨普及費

 1.趣旨普及 318 313 5 318 10.需用費 318 印刷製本費 318

費

　計 318 313 5 318

（款） 2.保険給付費 （項）  1.療養諸費

 1.一般被保 760,000 727,000 33,000 758,187 1,813 18.負担金 760,000 一般被保険者療養給付費 760,000

険者療養 補助及

給付費 び交付

金

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目
本　年　度

予  算  額

前　年　度

予  算  額
比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節



（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 2.退職被保 500 1,000 △500 500 18.負担金 500 退職被保険者等療養給付費 500

険者等療 補助及

養給付費 び交付

金

 3.一般被保 3,000 3,000 0 2,993 7 18.負担金 3,000 一般被保険者療養費 3,000

険者療養 補助及

費 び交付

金

 4.退職被保 50 50 0 50 18.負担金 50 退職被保険者等療養費 50

険者等療 補助及

養費 び交付

金

 5.審査支払 1,800 1,700 100 1,800 18.負担金 1,800 審査支払手数料 1,800

手数料 補助及

び交付

金

　計 765,350 732,750 32,600 763,530 1,820

（款） 2.保険給付費 （項）  2.高額療養費

 1.一般被保 110,000 110,000 0 109,737 263 18.負担金 110,000 一般被保険者高額療養費 110,000

険者高額 補助及

療養費 び交付

金

 2.退職被保 1,000 2,000 △1,000 1,000 18.負担金 1,000 退職被保険者等高額療養費 1,000

険者等高 補助及

額療養費 び交付

金

　計 111,000 112,000 △1,000 110,737 263

（歳出）総務費，保険給付費

国保会計

区　　分 金　　額
目

本　年　度

予  算  額

前　年　度

予  算  額
比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
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（款） 2.保険給付費 （項）  3.高額介護合算療養費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.一般被保 500 500 0 499 1 18.負担金 500 一般被保険者高額介護合算療

険者高額 補助及 養費 500

介護合算 び交付

療養費 金

 2.退職被保 100 100 0 100 18.負担金 100 退職被保険者高額介護合算療

険者高額 補助及 養費 100

介護合算 び交付

療養費 金

　計 600 600 0 599 1

（款） 2.保険給付費 （項）  4.移送費

 1.一般被保 1 1 0 1 18.負担金 1 一般被保険者移送費 1

険者移送 補助及

費 び交付

金

 2.退職被保 1 1 0 1 18.負担金 1 退職被保険者等移送費 1

険者等移 補助及

送費 び交付

金

　計 2 2 0 2

（款） 2.保険給付費 （項）  5.出産育児諸費

 1.出産育児 1,260 1,260 0 840 420 18.負担金 1,260 出産育児一時金 1,260

一時金 補助及

び交付

金

　計 1,260 1,260 0 840 420

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目
本　年　度

予  算  額

前　年　度

予  算  額
比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節



（款） 2.保険給付費 （項）  6.葬祭諸費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.葬祭費 1,000 1,000 0 1,000 18.負担金 1,000 葬祭費 1,000

補助及

び交付

金

　計 1,000 1,000 0 1,000

（款） 3.国民健康保険事業費納付金 （項）  1.医療給付費分

 1.一般被保 174,825 175,850 △1,025 6,311 44,838 123,676 18.負担金 174,825 一般被保険者医療給付費分 174,825

険者医療 補助及

給付費分 び交付

金

△.退職被保 0 142 △142

険者等医

療給付費

分

　計 174,825 175,992 △1,167 6,311 44,838 123,676

（款） 3.国民健康保険事業費納付金 （項）  2.後期高齢者支援金等分

 1.一般被保 61,386 65,625 △4,239 2,419 11,165 47,802 18.負担金 61,386 一般被保険者後期高齢者支援

険者後期 補助及 金等分 61,386

高齢者支 び交付

援金等分 金

△.退職被保 0 61 △61

険者等後

期高齢者

支援金等

分

　計 61,386 65,686 △4,300 2,419 11,165 47,802

（歳出）保険給付費，国民健康保険事業費納付金

国保会計

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目
本　年　度

予  算  額

前　年　度

予  算  額
比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（款） 3.国民健康保険事業費納付金 （項）  3.介護納付金分 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.介護納付 20,510 17,454 3,056 845 7,361 12,304 18.負担金 20,510 介護納付金分 20,510

金分 補助及

び交付

金

　計 20,510 17,454 3,056 845 7,361 12,304

（款） 4.共同事業費拠出金 （項）  1.共同事業費拠出金

 1.退職者医 1 1 0 1 18.負担金 1 退職者医療共同事業事務費拠

療共同事 補助及 出金年金リスト 1

業事務費 び交付

拠出金 金

　計 1 1 0 1

（款） 5.保健事業費 （項）  1.特定健康診査等事業費

 1.特定健康 11,122 11,614 △492 4,827 6,295 10.需用費 256 消耗品費 124

診査等事 印刷製本費 132

業費 11.役務費 573 電話料 148

郵便料 309

検診データ等手数料 116

12.委託料 10,280 検診事業委託 7,163

保健指導事業委託 290

特定健診受診率向上事業業務

委託 2,827

13.使用料 13 無線機器賃借料 13

及び賃

借料

　計 11,122 11,614 △492 4,827 6,295

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目
本　年　度

予  算  額

前　年　度

予  算  額
比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節



（款） 5.保健事業費 （項）  2.保健事業費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.保健衛生 570 570 0 570 10.需用費 100 消耗品費 100

普及費 11.役務費 470 郵便料 470

 2.疾病予防 2,520 2,824 △304 2,520 10.需用費 10 消耗品費 10

費 11.役務費 10 郵便料 10

18.負担金 2,500 人間ドック助成金 2,500

補助及

び交付

金

　計 3,090 3,394 △304 3,090

（款） 5.保健事業費 （項）  3.特別総合保健事業費

 1.施設管理 16,424 15,919 505 11,000 5,424  2.給料 7,848 職員 7,848

費  3.職員手 3,455 職員期末勤勉手当 2,988

当等 職員諸手当 467

 4.共済費 2,193 職員共済組合負担金 2,193

10.需用費 2,149 消耗品費 39

燃料費 41

光熱水費 1,969

修繕料 100

12.委託料 759 浄化槽維持管理委託 141

電気保安業務委託 76

消防設備保守点検 35

エレベーター保守点検 278

空調装置保守点検 229

18.負担金 20 職員公務災害負担金 20

補助及

び交付

金

（歳出）国民健康保険事業費納付金，共同事業費拠出金，保健事業費

国保会計

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目
本　年　度

予  算  額

前　年　度

予  算  額
比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 2.保健指導 922 1,002 △80 922  7.報償費 52 栄養士報償 42

事業費 研修会講師報償 10

 8.旅費 21 普通旅費 21

10.需用費 401 消耗品費 164

燃料費 26

印刷製本費 88

賄材料費 123

11.役務費 48 郵便料 48

12.委託料 400 食生活改善協議会委託 400

 3.健康増進 1,211 981 230 1,211  7.報償費 187 講師謝礼 40

指導事業 運動指導士報償 10

費 看護師報償 137

 8.旅費 9 普通旅費 9

10.需用費 505 消耗品費 210

燃料費 39

食糧費 99

印刷製本費 141

医薬材料費 16

11.役務費 39 郵便料 29

活動保険料 2

検査料 8

12.委託料 448 保健推進員委託 200

フッ化物歯面塗布医療機関委

託 248

13.使用料 13 無線機器賃借料 13

及び賃

借料

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目
本　年　度

予  算  額

前　年　度

予  算  額
比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節



（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

18.負担金 10 よい歯のコンクール負担金 10

補助及

び交付

金

　計 18,557 17,902 655 11,000 7,557

（款） 6.基金積立金 （項）  1.基金積立金

 1.財政調整 1 1 0 1 24.積立金 1 財政調整基金積立金 1

基金積立

金

　計 1 1 0 1

（款） 7.諸支出金 （項）  1.償還金及び還付加算金

 1.一般被保 10,000 550 9,450 10,000 22.償還金 10,000 一般被保険者過年度分保険料

険者保険 利子及 還付金 10,000

料還付金 び割引

料

 2.退職被保 150 50 100 150 22.償還金 150 退職被保険者等過年度分保険

険者等保 利子及 料還付金 150

険料還付 び割引

金 料

 3.償還金 1 1 0 1 22.償還金 1 償還金 1

利子及

び割引

料

（歳出）保健事業費，基金積立金，諸支出金

国保会計

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目
本　年　度

予  算  額

前　年　度

予  算  額
比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 5.一般被保 200 100 100 200 22.償還金 200 一般被保険者保険料還付加算

険者保険 利子及 金 200

料還付加 び割引

算金 料

 6.退職被保 10 10 0 10 22.償還金 10 退職被保険者等保険料還付加

険者等保 利子及 算金 10

険料還付 び割引

加算金 料

　計 10,361 711 9,650 10,361

（款） 7.諸支出金 （項）  2.延滞金

 1.延滞金 1 1 0 1 22.償還金 1 延滞金 1

利子及

び割引

料

　計 1 1 0 1

（款） 8.予備費 （項）  1.予備費

 1.予備費 5,000 5,000 0 5,000

　計 5,000 5,000 0 5,000

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目
本　年　度

予  算  額

前　年　度

予  算  額
比　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節



（１）　総　　　括

職員数

（人）

本年度 2（1）

前年度 2（0）

比　較 0（1）

区　分 期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 時間外手当 児童手当 特殊勤務手当 宿日直手当 計

本年度 2,988 120 53 274 20 3,455

前年度 2,871 120 53 294 120 3,458

比　較 117 △ 20 △ 100 △ 3

　ア　会計年度任用職員以外の職員

職員数

（人）

本年度 2（0）

前年度 2（0）

比　較 0（0）

注　（　）内は、再任用職員及び短時間勤務職員について外書きしたものである。

区　分 期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 時間外手当 児童手当 特殊勤務手当 宿日直手当 計

本年度 2,988 120 53 274 20 3,455

前年度 2,871 120 53 294 120 3,458

比　較 117 △ 20 △ 100 △ 3

報　酬

区　分
報　酬

226

7,848

7,622

226

226

計

11,529

3,458

△ 3

職 員 手 当

の 内 訳

区　分

職 員 手 当

の 内 訳

給　　　　与　　 　費

11,303

11,080

計

給　　　　与　　 　費

給　　　料 職員手当

給　　　料

226

共済費

2,193

2,089

104

職員手当

11,080

7,848

7,622

3,455

327

2,193

2,089

104

449

3,455

3,458

△ 3 223

　　　　　　　　注　（　）内は、再任用職員及び短時間勤務職員について外書きしたものである。

備　考

共済費 合計 備　考

13,496

13,169

給　　与　　費　　明　　細　　書

 （単位　千円）

 （単位　千円）

 （単位　千円）

 （単位　千円）

合計

13,722

13,169

553
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　イ　会計年度任用職員

職員数

（人）

本年度 0（1）

前年度 0（0）

比　較 0（1）

注　（　）内は、再任用職員及び短時間勤務職員について外書きしたものである。

区　分 期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 時間外手当 児童手当 特殊勤務手当 宿日直手当 計

本年度

前年度

比　較

（２）　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細

区　分 増　　減　　額

報　酬 226 226

給　料 226 4

62

160

職員手当 △ 3 13

△ 16

備　　　　　考

給料表改定

226

備　考
報　酬 給　　　料 職員手当 計

合計

226

区　分 共済費

職 員 手 当

の 内 訳

226

226

昇格による

住居手当・勤勉手当の改定

 （単位　千円）

 （単位　千円）

給　　　　与　　 　費

226

 （単位　千円）

226

昇格・異動等による

増　減　事　由　別　内　訳

制度改正に伴う増減分

給与改定等に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

説　　　　　　　　　　明

会計年度任用職員制度移行による



（３）　給料及び職員手当の状況

  ア　職員１人当たりの給与

医　　療　　職　（二）

259,600

294,100

39

253,500

288,000

38

  イ　初　任　給

226,300

区　　　　　分 医　療　職（二）（円）

区　　　　　　　　　　分 医　　療　　職　（三）

令和２年１月１日現在

平均給料月額　（円） 375,900

大　　　学　　　卒 194,700

平成３１年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平 均 年 齢 　（歳）

平均給与月額　（円）

医　療　職（三）（円）

375,300

平均給与月額　（円） 379,660

57

380,260

平 均 年 齢 　（歳） 58
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　ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

- - - - - -

６級 - - - - -

５級 - - ５級 - -

令和２年１月１日現在 ４級 - - ４級 1 100

２人 ３級 - - ３級 - -

２級 1 100.0 ２級 - -

１級 - - １級 - -

計 1 100.0 計 1 100.0

- - - - - -

６級 - - - - -

５級 - - ５級 - -

平成３１年１月１日現在 ４級 - - ４級 1 100

２人 ３級 - - ３級 - -

２級 1 100.0 ２級 - -

１級 - - １級 - -

計 1 100.0 計 1 100.0

医　　　療　　　職　（二）
区　　　　　　　分

医　　　療　　　職　（三）



（級別の標準的な職務内容）

区 分

医 療 職 （ 二 ）

医 療 職 （ 三 ）

６　　　級

－

４　　　級

-

２　　　級

-－ - 主任保健師

－

５　　　級

－

３　　　級

主任管理栄養士・栄養士

１　　　級

-

管理栄養士 -
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　エ　昇給

医　療　職　（二） 医　療　職　（三）

2 1 1

2 1 1

１号給　（人） 1 - 1

４号給　（人） 1 1 -

100.0 100.0 100.0

2 1 1

2 1 1

１号給　（人） 1 - 1

４号給　（人） 1 1 -

100.0 100.0 100.0

比　　　　　率　 (Ｂ) / (Ａ)　 　　（％）

合　　　計

比　　　　　率　 (Ｂ) / (Ａ)　　　　（％）

昇給に係る職員数（Ｂ）　　  　　（人）

職　　 　員 　　　数（Ａ）　　  　　（人）

号 給 数 別 内 訳

代　　表　　的　　な　　職　　種

前
　
年
　
度

区　　　　　　　　　　　分

本
　
年
　
度

職　　 　員 　　　数（Ａ）　　  　　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）　　  　　（人）

号 給 数 別 内 訳



　オ　期末手当・勤勉手当

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分

支 給 率 等

国 の 制 度
（ 支 給 率 ）

　キ　その他の手当

　国　全額支給限度額　55,000円

　町　全額支給

　国　2,000円～31,600円

　町　1,000円～22,280円

47.709 47.709

備　　考

47.709

4.50

定年前早期退職特例措置
（３％～45％加算）

定年前早期退職特例措置
（２％～20％加算）

６月（月分）

2.250

１２月（月分）

2.250

最高限度
（月分）

その他の加算措置

備　　　　　考
 職務上の段階、職務の

級等による加算措置

２０年勤続の者
（月分）

２５年勤続の者
（月分）

有

2.225 2.225

2.250 2.250

３５年勤続の者
（月分）

4.45 有

有

24.586875 33.27075

区 分
支　給　率　計

（月　　分）

4.50

支　給　期　別　支　給　率

24.586875 33.27075 47.709

区 分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 国 と 同 じ

住 居 手 当 国 と 同 じ

通 勤 手 当 国 と 異 な る

　交通機関利用者

　交通用具使用者
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